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取組方法および

取組実績の概要

本プロジェクトでは、次の 3点を検討した。

①実習科目と講義・演習科目の関連づけの妥当性を、養成像の観点から検

討した。その結果をもとに、授業科目配列、授業内容、授業方法の改善案を、

平成 24年度の教育課程編成に間に合うように立案した。

②学部からの進学者の即戦力としての教職実践力向上について、実習の効

果を量的（アンケート）・質的（面接）に検討した。

③現職教員の教職実践力の高度化について、特にリーダー養成の観点から、

実習の効果を量的（アンケート）・質的（面接）に検討した。

初年度に、研究成果の中間報告を冊子・DVDにまとめ、実習協力先や県・

市教育委員会、他大学院等に配布した。

研究成果の概要

①実習科目と講義・演習科目の関連づけの妥当性を、養成像の観点から検

討した。その結果をもとに、授業科目配列、授業内容、授業方法の改善案を、

実習の成果と課題及び実習生の意見も反映させ、H.２４年度の教育課程編成

に間に合うように立案した。例えば、教育実践力開発コースでは、まず 1年

次に、開始期を変えることによりモデルケースとして附属教員の学級経営や

授業実践に触れる実習を行う。それを踏まえ、2 年次に多くの実態に触れる

ために、連携協力校で行う実習「TA実践インターンシップⅠ」及び「TA実

践インターンシップⅡ」を配置する。生徒指導・教育相談リーダーコースで

は、リーダーとしての力量形成を確実なものとするために、Ⅰ期に授業実践

を高度化するための「授業研究実習」を新設する。学校運営リーダーコース

では、「授業研究実習」を新設するとともに、現行の実習を有機的に再編成し、

「学校組織マネジメント実習Ⅰ」、「学校組織マネジメント実習Ⅱ」、「学校組

織マネジメント実習Ⅲ」とした。

②研究実施の手続きや、研究遂行途中経過及び研究成果を、本専攻に関わ

る各種会合で教育委員会や実習校等と協議する中で、デマンドサイド（県・

市教育委員会、学校など）のニーズをより深く共有し、カリキュラム改善に

活かした。

③全国の他の教職大学院および大学院入学希望者に、報告書等を配布し、

本研究成果を情報発信する。

④本学の他専攻・コースでの実習科目の開設や充実のために、報告書等を

配布し、本研究成果を情報提供する。



外部資金獲得申請及び研究成果の公表方法について

外部資金獲得

申請（予定）
特別経費（概算要求）

研究成果の

公表方法（予定）

最終報告書を、学内及び各教

育委員会、連携協力校等に配

布し、成果を発信、提供する。


